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令和４年度事業報告 

 

自：令和４年４月 １日 

至：令和５年３月３１日 

 

Ⅰ 概況 

新型コロナウイルス感染症に関しては、オミクロン株の流行で適用された「まん延防止

等重点措置」が３月２１日に全面解除されましたが、４月には上海で大規模なロックダウ

ンが実施され、中国の需要が想定外に落ち込んだほか、半導体など電子部品を中心に供給

が滞る一方、２月２４日にはロシアがウクライナに軍事侵攻し、これに対して日米欧など

主要先進国がロシアに対して貿易や金融取引など広範に渡る経済制裁を実施した結果、ロ

シアからの食料品や鉱物資源の供給減ないしはその懸念から商品市況が高騰し、世界全体

の物価上昇を加速させるなど、波乱の年となりました。 

 

労働を取り巻く状況としては、平成３０年７月に公布された「働き方改革を推進するた

めの関係法律の整備に関する法律」が施行の猶予されている中小企業についても平成３１

年４月から順次施行され、令和２年６月１日からは労働施策総合推進法等の改正によるパ

ワーハラスメントに対する事業主の措置義務が大企業に適用となったのに続き、中小企業

においても令和４年４月１日から適用となったほか、改正育児介護休業法も令和４年４月

１日から段階的に施行となるのを受け、諸規定の整備などが進められました。 

時間外労働の上限規制を猶予されていた建設事業、自動車運転の業務、医師についても、

自動車運転の業務については、令和４年１２月２３日に「自動車運転者の労働時間等の改

善のための基準」の改正告示が示され、医師については、「医師の働き方改革に関する検討

会」及び「医師の働き方改革の推進に関する検討会」における議論を経て「良質かつ適切な

医療を効率的に提供する体制の確保を推進するための医療法等の一部を改正する法律」（令

和３年法律第 49号、令和３年５月28日公布）が成立し、令和６年４月１日の施行に向けた

体制整備が急務となっています。 

一方、平成３０年４月からの５年間を計画期間とする「第１３次東京労働局労働災害防

止計画」（以下「第１３次防」という。）では、「２０１７年と比較して２０２２年までに、

死亡災害を１５％以上減少、死傷災害を５％以上減少」との目標を掲げてスタートしまし

た。１３次防の最終年度となる令和４年度は、死亡災害については５６人を下回ることと

されているところ、令和５年３月末現在の死亡災害は５５人となりましたが、令和５年３

月末現在の休業４日以上の死傷者数は１０,８０２ 人で、目標とする９,３４５人を９６５

人（９.８％）上回る厳しい結果となりました。 

 

このような情勢下で、毎年７月に東京労働局と当連合会並びに各地区労働基準協会等と

共催して実施している東京産業安全衛生大会に関してはリアルでの開催を見送り、当連合

会のホームページに特設サイトを設け、動画や各種情報を掲載した「東京産業安全衛生大

会 Online 2022」を公開しました。また、毎年秋に開催している産業保健フォーラムに関し

ては、昨年１０月に「ティアラこうとう」において「産業保健フォーラム IN TOKYO 2022」
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を開催し、６００名を超える方の参加を得て、盛況のうちに終了しました。 

また、東京労働局が主催する第１３次防「Safe Work TOKYO」に協力し、災害多発重点

業種等に対する「私の安全衛生宣言」活動の取組や、その優良者の表彰を実施しました。 

講習関係では、令和４年度に実施された各種講習会等は、労働安全衛生法に基づく技能

講習・特別教育を中心に年間計画を立てておりましたが、昨年度に引き続き定員を半減し

ての開催となりました。安全衛生研修センターでは２教室を有線で繋ぎ、講義の模様をモ

ニターで投影する方法等により受講者の確保を図り、件数で年間５７０回（前年度は５７

６回）、受講者数で１８,０６８人（前年度は１７,２８３人）にまで延伸することができま

した。 

 

なお、令和４年度末における当法人の会員数は以下のとおりです。 

 

会員の異動状況 

 

区  分 

令和３年度末 令和４年度中の異動数 令和４年度末 

会 員 数 入   会 退   会 会 員 数 

本  部 ３９９ １ ５ ３９５ 

中央支部 ８０４ ６ ２６ ７８４ 

上野支部 ２６３ ８ ９ ２６２ 

王子支部 １５２ １ ６ １４７ 

足立荒川支部 ２４７ １ ７ ２４１ 

亀戸支部 ２１５ ０ ７ ２０８ 

江戸川支部 ３０４ ０ ８ ２９６ 

八王子支部 ２７０ １ ７ ２６４ 

立川支部 ３５９ ２ ８ ３５３ 

青梅支部 ４１１ ０ １２ ３９９ 

三鷹支部 ２９３ ０ １２ ２８１ 

合  計 ３,７１７ ２０ １０７ ３,６３０ 

 

 

Ⅱ 各事業の取組 

１ 公益事業 

（１）労使の意識の高揚・啓発事業 
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   イ 第１８回東京産業安全衛生大会 Online 2022 の開催 

毎年７月に開催している東京産業安全衛生大会について、令和４年度は新型コロ

ナウイルス感染症拡大防止のため、令和４年６月１０日から７月７日までの間、Ｗ

ＥＢ上に安全衛生関係の動画などを掲載した「東京産業安全衛生大会 Online 2022」

を公開し広く情報提供しました。なお、安全衛生に係る東京労働局長表彰式が令和

４年７月５日学士会館で行われました。 

 

 

特別講演 

「ＳＴＯＰ！転倒災害～からだと行動を見直そう～」 

中央労働災害防止協会 健康快適推進部 上席専門役 

ヘルスケア・トレーナー 砂田 真弓 氏 

 

「テレワーク時代のメンタルヘルス対策 COVID－19 との共生に向けて」 

東京産業保健総合支援センター 産業保健専門職 田中希実子 氏 

 

東京労働局長表彰受賞者発表 

 

東基連のリンク 

「外国人在留支援センター安全衛生班の紹介」 

 

 

 

安全衛生表彰受賞者 

・厚生労働大臣 優良賞（有期事業２事業場） 

・厚生労働大臣 奨励賞（有期事業２事業場） 

・厚生労働大臣 功績賞（２名） 

・厚生労働大臣 安全衛生推進賞（１名） 

・東京労働局長 優良賞（有期事業３事業場） 

・東京労働局長 奨励賞（継続事業２事業場 有期事業４事業場） 

・東京労働局長 功績賞（５名） 

・東京労働局長 安全衛生推進賞（７名） 

 

 

ロ 「産業保健フォーラム IN TOKYO 2022」の開催 

     令和４年１０月１２日に東京都江東区の「ティアラこうとう」において、東京労働

局・東京産業保健総合支援センターと共催、東京都をはじめ３５団体の後援を得て開

催されました。会場では６００名を超える参加者を得て、講演、事例発表のほか相談

コーナー、体験コーナー、展示コーナー等が開催されました。 

 

 

特別講演 
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「健康経営とメンタルヘルス」 

産業医科大学産業生態科学研究所産業保健経営学教授  森 晃爾 氏 

事例発表 

「事例で学ぶメンタルヘルス不調者対応の実務 

～人事労務担当者と産業保健スタッフの連携が解決のポイント～」 

弁護士法人ほくと総合法律事務所 弁護士 金子 恭介 氏 

事例発表 

「産業医からみた安定した就労、職場復帰のサポートについて 

～困難事例をどう防ぐか～」 

     一般財団法人全日本労働福祉協会  

長濱産業医事務所      産業医       長濱 さつ絵 氏 

健康測定コーナー 

野菜摂取の充足度測定・骨密度測定 

              （東京都産業保健健康診断機関連絡協議会） 

（全国労働衛生団体連合会東京都地区協議会） 

 相談・展示コーナー 

東京産業保健総合支援センター 

中央労働災害防止協会関東安全衛生サービスセンター 

（一社）日本労働安全衛生コンサルタント会東京支部 

（公社）日本保安用品協会    ほか 

 

   

ハ 『私の安全衛生宣言コンクール Safe Work TOKYO 2022』優秀作品の発表及び表彰

について 

   第１３次防の一環として取り組まれた『私の安全衛生宣言コンクール Safe Work 

TOKYO 2022』に応募のあった作品から選考された優秀作品等の表彰式が令和４年

１２月１４日に九段合同庁舎において行われました。 

  これは、第１３次防に掲げる取組「国民全体の安全・健康意識の高揚」の一環とし

て、「労働者の方の安全衛生宣言」を広く募集し、「安全部門」、「労働衛生部門」の２

部門に応募のあった作品から「優秀作品賞」等を選考、表彰することにより、労働

者・使用者双方の安全気運の向上を図り、第１３次防の取組の一層の推進を図るも

のです。 

     当日、応募作品６３７筆の中から選ばれた「優秀作品賞」４件、「奨励賞」２件計

６名の選出された方に東京労働局長から表彰状が授与され、当連合会から受賞者の

安全衛生宣言が刻印されたクリスタル製の盾が贈呈されました。 

 

ニ 第８１回全国産業安全衛生大会（福岡大会） 

     令和４年度は、１０月１９日（水）から１０月２１日（金）までの３日間、福岡県

福岡市のマリンメッセ福岡で開催され、現地会場でのリアル開催とオンラインを活

用した発表の配信（ライブ配信、オンデマンド配信）による大会となりました。 

大会初日の総合集会では、十倉雅和中央労働災害防止協会会長による大会式辞の

のち、加藤勝信厚生労働大臣、服部誠太郎福岡県知事、高島宗一郎福岡市長が祝辞
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を述べられました。 

翌２０日からは、１３の分科会が開かれ、約７,８００名の参加を得て成功裏に終

わりました。 

当連合会では、協力団体として、東京都内の事業場の参加申込受付等の協力をし

ました。 

 

（２）労働災害防止と健康保持増進対策 

   イ 東京衛生管理者協議会 

       衛生管理者協議会は、定時総会、幹事会５回、研修会２回を開催し、衛生管理者、

保健師等各企業の労働衛生管理活動に携わる関係者が参加しました。なお、新型コ

ロナウイルス感染防止の観点から、研修会はリアルとオンラインのハイブリッド形

式で開催しました。また、従来、研修会の際に行っていた班別討議は近年中止して

いましたが、第 2 回研修会では再開しました。 

この協議会は平成９年に発足し、年２回の研修会を軸に活動を進めており、現在

の会員数は３１９名です。 

       令和４年度実施内容は次のとおりです。 

 

 

イ 内容 

（イ）第１回研修会 

開催日：令和４年９月２日 中央協会ホール  

参加者：６７名（うちオンライン４３名） 

内容 

（ⅰ）「最近の労働衛生行政の動向について」 

東京労働局 労働基準部 健康課長  長澤英次 氏 

（ⅱ）「騒音ガイドラインの見直し状況」 

中央労働災害防止協会労働衛生調査分析センター 

                  副所長 搆 健一 氏 

（ⅲ）「化学物質管理の見直し内容とその時期」 

        三菱ケミカル（株）人事本部 Japan 人事部 

健康支援グループ 伊藤伸也 氏 

   （ⅳ）「衛生管理者と産業医」 

中央労働災害防止協会労働衛生調査分析センター 

                  所長 川本俊弘 氏 

 

（ロ）第２回研修会 

開催日：令和５年３月３日 中央協会ホール 

参加者： ８５名（うちオンライン６０名） 

 内容 

（ⅰ）「最近の労働衛生行政の動向と第 14 次労働災害防止計画について」 

東京労働局 労働基準部 健康課長 長澤英次 氏 
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（ⅱ）「健康診断のデータが自分自身を語り始める。 

        それを自己保身や安全配慮につなげる」 

    労働衛生コンサルタント事務所 産業医房元気げんき  

代表 永島昭司 氏 

 

（ⅲ）グループ討議 

   「どう活かす、健康診断」 

 

 

   ロ (公社)東基連 産業医会 

     産業医会は、幹事会の開催と産業保健活動に携わる勤務産業医に対して研修会を

実施、勤務産業医の活動の支援並びに交流の場を提供しています。 

（平成１９年再発足、現在会員数５９名。） 

令和４年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため研修会開催を見合わせ

ました。 

 

ハ 安全・労働衛生教育研究会の開催 

株式会社ＰＲＣと共催して開催している安全衛生研修会については、全国安全

週間準備月間中の６月と全国衛生週間準備月間中の１０月に開催しました。 

 

 （３）安全衛生教育事業 

    当連合会の主たる公益事業である安全衛生教育事業は、令和４年度には、安全衛生

関係の技能講習、特別教育等について５７０回（前年度は５７６回）、受講者数で１８,

０６８人（前年度は１７,２８３名）となりました。 

講習内容は、建築物石綿含有建材調査者講習（令和３年度登録）、安全衛生関係の技

能講習及び安全衛生推進者等養成講習の東京労働局長登録講習、特別教育及び職長教

育等その他の安全衛生教育、さらには衛生管理者受験等の受験準備講習等多岐にわた

っています。 

また、プレス機械作業主任者技能講習や木材加工用機械作業主任者技能講習のよう

に受講生の少ない技能講習も、公益事業として実施しています。  

    

    令和４年度の各種講習等の実施回数等は次のとおり。 

 

１ 安全衛生研修センター 

（１） 建築物石綿含有建材調査者講習 

  イ 一般建築物石綿含有建材調査者講習       ４回      ３６２名 

  ロ 一戸建て等石綿含有建材調査者講習      ３回     １５２名 

小     計       ７回      ５１４名 

（２）技能講習 

  イ フォークリフト運転（１１時間コース）   ５回     ２０名 

  ロ フォークリフト運転（３１時間コース）  １８回    １９２名 

  ハ 玉掛け                 １２回    ４９７名 
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  ニ ガス溶接                １２回    ２３０名 

  ホ 小型移動式クレーン運転          ６回    １３９名 

  ヘ 床上操作式クレーン運転          ６回    １４２名 

ト 高所作業車運転              ６回    １４４名 

チ プレス機械作業主任者           １回     ５５名 

  リ 乾燥設備作業主任者            ４回    １８５名 

  ヌ はい作業主任者              ６回    ２８６名 

  ル 木材加工用機械作業主任者         １回     ２７名 

  ヲ 有機溶剤作業主任者           ２５回   １,５７８名 

  ワ 石綿作業主任者             ２６回   ２,０９８名 

  カ 特定化学物質・四アルキル鉛作業主任者  ２７回   ２,２４０名 

  ヨ 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者    ２５回   １,２１３名 

  タ 鉛作業主任者               ５回    ３８９名 

          小     計       １８５回   ９,４３５名 

  

（３）安全衛生推進者等養成講習 

  イ 安全衛生推進者             １２回     ２６８名 

  ロ 衛生推進者                １２回    ２８０名 

            小     計     ２４回    ５４８名 

 

（４） 特別教育 

  イ 自由研削といし取替業務         １２回     ３２７名 

  ロ アーク溶接業務             １２回    ３００名 

  ハ 低圧電気取扱業務            １２回    ７８４名 

ニ 高圧・特別高圧電気取扱業務       １２回    ２９８名 

   ホ 粉じん作業業務              ６回    １５７名 

  ヘ 産業廃棄物の焼却施設に係る業務      ５回    １０９名 

  ト 高所作業車運転              ６回    １３０名 

  チ 足場組立等業務              ５回     ４６名 

          小     計       ７０回   ２,１５１名 

                         

（５） その他の教育 

  イ 職長教育                １２回    ２２７名 

  ロ 安全管理者選任時研修          １３回    ３０７名 

  ハ 衛生管理者等能力向上教育         １回     ２３名 

ニ ＫＹＴ研修               １２回    １９６名 

  ホ 携帯用丸のこ盤安全教育          ４回     ３４名 

            小     計     ４２回    ７８７名 

 

 （６） 免許試験受験準備講習 

  イ 第１種衛生管理者            １０回    ２２６名 

  ロ 第２種衛生管理者            １０回    １０４名 
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  ハ 特例第１種管理者             ２回      ３名 

  ニ エックス線作業主任者           ３回    １７１名 

           小     計      ２５回    ５０４名 

    

安全衛生研修センター合計        ３５３回  １３,９３９名 

                    

２ 中央労働基準協会支部 

（１） 技能講習 

イ 石綿作業主任者              ６回    ２８０名 

ロ 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者     ４回     １５４名 

ハ 特定化学物質及び四アルキル鉛等作業主任者 ６回    ２５４名 

（２） 安全衛生推進者等養成講習       １０回     １８１名 

（３） 特別教育 

    酸素欠乏危険作業（第２種）       ２回     １７名 

（４） その他の法定講習           １２回    ２４７名 

（５） その他の教育（法定講習以外のもの）  １４回     ４６９名 

（６） 免許試験準備講習  第 1 種衛生管理者  ６回     ８２名 

               第２種衛生管理者  ６回     ４０名 

 

中央支部計                 ６６回   １,７２４名 

 

３ 立川労働基準協会支部 

（１） 技能講習 

イ フォークリフト運転（１１時間コース）   ７回     ３０名 

  ロ フォークリフト運転（１５時間コース）   ２回      ６名 

ハ フォークリフト運転（３１時間コース）   ９回    １２０名 

  ニ フォークリフト運転（３５時間コース）   ２回     １１名 

  ホ 玉掛け                  ４回    １１４名 

  へ 有機溶剤作業主任者            ５回    １０８名 

  ト 特定化学物質・四アルキル鉛作業主任者   ４回    １０２名 

  チ 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者     ２回     ４６名 

リ 石綿作業主任者              １回     ２８名 

  （へトチリは多摩地区支部共催） 

ヌ ガス溶接技能講習             １回      ３名 

（２） 安全衛生推進者養成講習         ３回     ２８名 

（３） 衛生推進者養成講座           ３回     ５７名 

（４） 特別教育 

イ クレーン運転               ４回     ８２名 

ロ 自由研削といし              ２回     ３０名 

ハ アーク溶接                １回     ２９名 

ニ フルハーネス型墜落制止用器具特別教育   ３回     ５５名 

（５） その他の教育 
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イ 職長・安全衛生責任者教育         ２回     ３３名 

  ロ 安全管理者選任時研修           ２回     １８名 

  ハ 雇入れ時安全衛生教育講習(多摩地区支部共催)３回     ４４名 

（６） 衛生管理者受験準備講習         １回     １０名 

 

立川支部計                 ６１回     ９５４名 

 

４ 青梅労働基準協会支部 

（１）技能講習  

   イ フォークリフト運転（３１時間コース）  ４回    １０３名 

   ロ 玉掛け                 ２回     ９８名 

   以下多摩地区支部共催 

   ハ 有機溶剤作業主任者           ５回     ８１名 

   ニ 特定化学物質・四アルキル鉛作業主任者  ４回     ９１名 

   ホ 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者    ２回     ３１名 

（２） 安全衛生推進者等養成講習         ３回     ２１名 

（３） 特別教育 

  イ クレーン運転特別教育           ２回     ５２名 

  ロ 動力プレス機械の金型調整等特別教育    １回     １９名 

ハ フルハーネス型墜落制止用器具特別教育   ４回     ４１名 

（４） その他の教育 

  イ 職長教育                 ３回     ３５名 

    １回は、単独出張講習 

 ロ 職長能力向上教育             ３回     ４５名 

   全て単独出張講習 

  ハ 安全管理者選任時研修           ３回     ４９名 

    １回は、単独出張講習 

  ニ 職長・安全衛生責任者教育         ２回     １３名 

  ホ 雇入れ時安全衛生教育           ３回     ６６名 

 

青梅支部計                 ４１回     ７４５名 

 

５ 三鷹労働基準協会支部 

（１） 技能講習 

 以下多摩地区支部共催 

イ 有機溶剤作業主任者            ０回       ０名 

ロ 特定化学物質・四アルキル鉛作業主任者   ４回       ６名 

ハ 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者     ０回       ０名 

ニ フォークリフト運転            １回       １名 

ホ 玉掛け                  １回       １名 

ヘ 石綿作業主任者              １回       ３名 

 （２）衛生推進者養成講座            ０回       ０名 
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 （３）安全衛生推進者等養成講習         ０回       ０名 

 （４）特別教育 

  イ フルハーネス型墜落制止用器具特別教育   １回       ３名 

（５） その他の教育 

 イ 職長教育                 ２回      ４３名 

 ロ 雇入れ時安全衛生教育講習         １回       ４名 

 ハ 安全管理者選任時研修           ０回       ０名 

 ニ 職長・安全衛生責任者教育         １回       １名 

 

三鷹支部計                 １２回       ６２名 

 

６ 八王子労働基準協会支部 

（１）技能講習 

   イ フォークリフト運転（３１時間コース）   ４回     ５９名 

   ロ 玉掛け                  ２回     ７２名 

   以下多摩地区支部共催 

   ハ 有機溶剤作業主任者            ５回     ８１名 

   ニ 特定化学物質・四アルキル鉛作業主任者   ４回     ８５名 

   ホ 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者     ２回     ３６名 

（２） 安全衛生推進者等養成講習          ３回     ４８名 

（３） 特別教育 

   イ クレーン運転特別教育           ２回     ３２名 

（４） その他の教育 

  イ 職長教育                  ２回      ８名 

  ロ 安全管理者選任時研修            ２回     ３０名 

  ハ 職長・安全衛生責任者教育          ６回     ８３名 

  ニ 雇入れ時安全衛生教育講習          ５回    １１０名 

 

八王子支部計                 ３７回     ６４４名 

 

  

（４）労働関係法令、労働災害防止及び健康保持増進対策等の普及のための教育 

   イ 労務関係実務講座 

各地区労働基準協会と連携し、令和４年度ベーシックセミナーとして、４月に「改

正公益通報者保護法への実務対応」（参加者数２２６人）を、８月に「ハラスメント

相談対応等の一層の改善に向けた法的留意点等」（参加者数５１５人）を、１１月に

「メンタル不調と、人事労務に必須の現代的基礎」（参加者数８０９人）を、それぞ

れオンラインで開催しました。 

 

ロ 各地域のニーズに応じて実施するブロック講習の実施状況は次のとおりです。 

① リスクアセスメント担当者研修 

・中央支部で１回開催 
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② 労務関係実務講座（セミナー） 

・中央支部で４回開催 

・上野、王子・足立荒川支部共催で、雇入れ時安全衛生教育講習会を４月に開催

（９９名参加）。 

・上野、王子・足立荒川支部共催で労務管理実務講習会を７月２５日（２５名参

加）、１２月６日（２６名参加）に開催。 

・上野支部では、所管監督署と連携し、１０月に労務管理セミナーを開催（２８

名参加）。 

・足立荒川支部は、３月に職場の健康づくり講習会を開催。 

・足立荒川、上野、王子支部共催で、２月１７日から３月８日まで「最新事情を

踏まえた就業規則グレードアップ」セミナーをオンデマンド配信により開催

（６８名参加）。 

・江戸川支部と亀戸支部は共催で雇入れ時安全衛生教育研修（７９名参加）、人

事厚生担当者実務講習（５６名参加）、労基法セミナー（３９名参加）、KYT

研修（２0名参加）を企画開催（いずれも亀戸地区、江戸川地区各１回開催） 

  なお、江戸川支部では、初任者でもわかる働き方関連法案関係の労基法関係

書籍第２版を前年同様、全会員に配布 

・八王子支部は新入社員等安全衛生教育講習会を４月５、６日の２回開催（１１

０名参加）。 

・立川支部は、基準部会講習会として労基署共催「労務・安全衛生管理講習会」

「外国人労働者に係る労務安全衛生管理講習会」及び部会主催「昨今の労働基

準行政」の労務管理講習会を３回開催。 

③ 労災保険給付実務講習会 

・足立荒川支部では、１０月２５日に開催。 

・江戸川支部、亀戸支部は共催で「労災保険実務講座」を開催（亀戸地区、江戸

川地区各１回開催 ３８名参加）。 

④ 中央支部では、人事労務講習等として、社会保険基礎講座、年金講座等１０科

目、１０回開催。 

⑤ 江戸川支部では、健康に関する情報提供として、江戸川区と連携して「健康セ

ミナー」を企画したが新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止 

⑥ 青梅支部は、働く人のメンタルヘルス対策や社会福祉施設事業者、陸上貨物輸

送事業者、外国人労働者使用事業者等を対象に、労働災害防止・労務管理講習

会７事業を計画し、新型コロナウイルス感染予防対策として募集人員を縮小し

て全ての事業を実施。 

  また、青梅労働基準監督署及び青梅労働基準監督署管内の災防団体（建災防西

多摩分会、青梅地区プレス安全協議会）と協力し、第２４回西多摩地区安全衛

生大会（安全衛生表彰式含む）を実施。 

⑦ 上野・王子・足立荒川支部共催の優良事業場研修会は、新型コロナウイルス感

染拡大防止のため開催を中止。 

⑧ 足立荒川、上野、王子支部共催で、ＫＹＴ研修を６月に開催（３２名参加）。 

⑨ 各支部では、所管監督署と連携し、全国安全週間及び全国労働衛生週間に当た

り、実施要綱の説明会や安全衛生大会などを開催した。 
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立川支部では立川労働基準監督署と共催し全国安全週間説明会・全国労働衛生週

間説明会を開催。また、安全週間においては、週間スローガンなどの周知を図る

べく「安全衛生クイズ」を全会員の従業員を対象に実施し、７,８２４件の応募

があった。 

 

ハ 労務管理研究会 

企業の人事労務担当者の実務知識向上、情報交換等の場である労務管理研究会の

取組は、研修会、会議とも、新型コロナウイルスの感染防止のため中止としまし

た。 

 

二 労災保険給付基礎講座 

労災保険給付の基礎講座を令和５年１月２４日に RISURU ホール（立川）、１月２

６日に当連合会本部ホール、１月２７日に当連合会安全衛生研修センターで開催

し、合計７０名が参加しました。 

 

ホ 新たな化学物質管理に関する特別講演会の開催 

  令和５年１月２４日に RISURU ホール（立川）、２月３日一橋大学一橋講堂におい

て、独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所化学物質情報管理研

究センター長城内博先生による講演「化学物質管理の大転換 法令準拠型から自律

的管理へ」を開催し、約５００名が参加しました。 

 

（５）受託事業 

厚生労働省から「外国人労働者安全管理支援事業（外国人在留支援センター）」を受

託し、外国人在留支援センターにおける相談対応、外国人労働者の安全衛生管理への支

援を行いました。 

① 安全衛生班を開設しての相談対応 

電話による相談１０９件、メールによる相談８件、来所による相談２件に対応しま

した。 

② 外国人労働者安全衛生管理の手引きの作成 

有識者による検討会開催、ワーキンググループによる編集・執筆等を経て、令和５

年３月に完成させました。 

③ 外国人を雇用する事業場に対する訪問支援の実施 

個別事業場３件、事業場集団９件実施しました。 

 

２ 収益事業 

  （１）収１事業（広報・出版、書籍・用品の販売、施設・設備の貸与の事業） 

 イ 会報「東基連」を毎月発行しました。 

ロ 「労災保険給付の手続き」改訂３版（第２刷）は、３４３部販売し、令和４年７月

５日には改訂３版（第３刷）を増刷し、１,５００部を販売しました。 

ハ 全基連版の「新訂３版 知らなきゃトラブる！ 労働基準関係法の要点」の販 売

斡旋をしています。 

   二 （公社）東基連安全衛生研修センターの講習用教室を、建設業労働災害防止協会
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東京支部等に貸し出しています。 

ホ 「中労基協ビル」の事務スペースを紀尾井町法律事務所等へ貸与しているほか、

同ビル４階のホールを全国米穀工業協同組合等へ貸し出しています。 

へ 立川労働基準協会支部では、延べ４３件の健康診断受診の斡旋を行いました。 

ト 八王子労基支部では、延べ２８８人の健康診断受診の斡旋を行いました。 

チ 各支部は、安全週間、衛生週間、年末年始無災害運動時、中央労働災害防止協会

（以下「中災防」という。）のポスター、用品等の斡旋販売をしています。 

 

 

（２）収２事業（他団体への協力事業） 

イ （公社）全国労働基準関係団体連合会東京都支部事業 

  イ）受動喫煙防止セミナー等の実施 

改正健康増進法施行、職場における受動喫煙防止のためのガイドライン策定、

東京都条例施行等を受け、令和４年度は、都内３箇所で開催し、延べ１８９名が

参加しました。 

   ロ）外国人技能実習制度関係者養成講習事業の実施 

平成２９年１１月に外国人技能実習法が施行されたことを受けて、講習機関と

して指定された全基連が東京地区で実施する関係者養成講習（７月２６日技能実

習責任者３５名、７月２７日技能実習指導員６名、７月２８日生活指導員８名、

２月１４日技能実習責任者２２名、２月２４日技能実習責任者２３名）を実施し

ました。 

   ハ）過重労働解消のためのセミナー及び過重労働解消キャンペーンに関する広報事業 

過重労働解消に向けた機運を醸成する「過労死等防止啓発月間（１１月）」中

の行事の一環としてセミナー及びキャンペーンの展開を行う事業で、令和４年度

は、周知用リーフレットの会報「東基連」への折込み、１０月６日及び７日開催

されたセミナーの会場運営支援等を行いました。 

 

  ロ 中災防からの受託事業等 

イ）中災防から「地域安全衛生広報活動等事業」を受託し、会報「東基連」などを通

じ、東京都内における中災防の事業の周知を図りました。 

ロ）中小企業無災害記録証 

申請のあった６件について１次審査を行い、中災防に進達しました。 

・（公財）日本科学技術振興財団（２種） 

・東京都下水道サービス（株）森ヶ崎保全事業所（２種） 

・東京都下水道サービス（株）葛西スラッジ事業所（４種） 

・東京都下水道サービス（株）有明事業所（３種） 

・ハイソル（株）（３種） 

・東京都下水道サービス（株）光ファイバーネットワーク事業所（４種） 

ハ）中小規模事業場安全衛生相談事業 

中小規模事業場から東基連に寄せられた安全衛生全般にわたる相談（１２３件）     

に対応しました。 

ハ 労働安全衛生法に基づく免許関係の東京地区出張特別試験 
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   （公社）安全衛生技術試験協会関東安全衛生技術センターが実施する東京地区出張

特別試験の事務局を支援し、受験申請の受け付け、試験簿当日の監督業務などを行っ

ています。令和４年度は９月１０日に東京都新宿区の早稲田大学キャンパスにおいて

実施し、衛生管理者、ボイラー技士、クレーン運転士、移動式クレーン運転士の免許

試験等に約２，８００人が受験しました。 

   

（３）収３事業（労働保険事務組合事業） 

令和５年３月末現在の受託事業場件数は１０４件、労働保険番号成立件数は１３６

件、新規受託事業場数は１件、委託解除事業場数は２件でした。 

令和４年度の労働保険料の徴収決定額(政府への納付額)は１０４,２１４,８８６円

対前年度比２３，６９６，４４２円（２９.４％）増加、また、一般拠出金の取扱額は

１４８,２０８円でした。（第１期から第３期までの合計額） 

令和４年度の委託手数料は４,４２８,６００円、政府からの報奨金は１,４０５,５

００円が交付されました。 

※ 受託事業場：二元適用事業は１件とし、海外派遣、被一括事業は計上しない 

※ 労働保険番号成立件数：被一括事業は計上しない 

 

 ３ 共益目的事業 

（１） 会員に対するサービス 

イ 会報「東基連」無料配布 

ロ 各種講習会・研修会の開催 

ハ 各種大会・フォーラム、ベーシックセミナー等の開催 

ニ 各種講習（建築物石綿含有建材調査者講習、技能講習及び安全衛生推進者等養  

成講習を除く）受講料の割引 

ニ 各種講習（技能講習、(安全)衛生推進者養成講習を除く）受講料の割引 

ホ 出版物等代金の割引 

 

 （２）会議等 

  内容は以下のとおり。 

 

１）定期総会  令和４年６月１３日 上野精養軒 

   令和３年度事業報告及び収支決算報告、理事、監事選任ほかが審議、承認された。

また、令和４年度事業計画及び収支予算等が報告され、了承された。 

（２）理事会 

イ 第１回理事会 令和４年５月１７日 Zoom ミーティング形式 

    令和３年度事業報告及び収支決算報告及び理事・監事候補者選任の件ほかが

審議、承認された。 

  ロ 第２回理事会 令和４年６月１３日 

   総会決議を経て、代表理事、業務執行理事等が選任された。 

 ハ 第３回理事会 令和５年３月２８日 Zoom ミーティング形式 

   令和５年度事業計画、同収支予算、支部規程改正、「たま研修センター」設置

及び令和５年度登録講習開催計画が審議、承認された。 
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 （３）支部事務局長会議 

４月、６月、８月、１０月、１２月、２月に開催し、行事予定の確認、全国産

業安全衛生大会に係る事項、各種事業の推進に係る留意事項等について協議し

共通認識の形成を図っている。 

（４）地区労働基準協会等連絡協議会 

第１回は、令和４年４月２２日に東京労働局会議室において開催し、東京労働

局から行政運営方針（基準行政）の重点課題等の説明を受け、情報交換を行った。 

第２回は、令和４年１２月２１日に、中央労働基準協会ホールにて地区労働基

準協会・連合会と東京労働局による情報交換等を実施した。  

（５）東基連会報編集会議 平成２８年４月以降年６回開催 

     隔月で年６回開催する予定であったところ、コロナウイルス感染症拡大防止

のため４月及び８月は中止としたが、５月、１０月、１２月、２月は開催した。 

                              

 


